
科　　              目 金　　    額 科　　              目 金　　    額

（資　　産　　の　　部) （負　　債　　の　　部)

Ⅰ 1,555,009 Ⅰ 591,177

現 預 金 160 買 掛 金 450,346

C M S 預 け 金 682,552 未 払 金 48,819

受 取 手 形 627 未 払 費 用 50,666

売 掛 金 772,709 未 払 法 人 税 等 4,323

仕 掛 品 73,158 未 払 消 費 税 等 17,989

貯 蔵 品 24,612 前 受 金 16,167

そ の 他 1,190 預 り 金 2,866

Ⅱ 40,490 Ⅱ 1,610

１ 有形固定資産 10,998 長 期 未 払 金 1,610

建 物 及 び 附 属 設 備 －

同 減 価 償 却 累 計 額 － 592,787

機 械 装 置 6,943 （純　資　産　　の　　部)

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 2,980 Ⅰ 1,002,711

工 具 器 具 備 品 30,201 1 480,000

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 24,581 2 522,711

一 括 償 却 資 産 6,463 利 益 準 備 金 120,000

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 5,047 そ の 他 利 益 剰 余 金 402,711

別 途 積 立 金 －

2 無形固定資産 13,645 繰 越 利 益 剰 余 金 402,711

ソ フ ト ウ ェ ア 12,940 （当期純利益） （73,413）

電 話 加 入 権 704

3 投資その他の資産 15,847

長 期 繰 延 税 金 資 産 15,787

長 期 前 払 費 用 60

1,002,711

1,595,499 1,595,499

負 債 合 計

株 主 資 本

貸　　借　　対　　照　　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和3年 3月31日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 負 債固 定 資 産

資 本 金

利 益 剰 余 金

資 産 合 計

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計
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個 別 注 記 表 
自  令和 2年 4月 1日 

至   令和 3年 3月 31日 

 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（1） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

仕掛品：個別法による原価法 

貯蔵品：個別法による原価法 

(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

 

 

（2） 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっております。 

無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっております。 

 

 

（3） 引当金の計上基準 

貸倒引当金・・・・・・・ 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  

  

（4） 重要な収益及び費用の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 平成 30 年 3 月 30 日）及び

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 平成 30 年 3 月

30 日）を適用しており、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

 

（5） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 




